
介護サービス情報の公表制度とは 

介護保険法に基づき、平成１８年４月からスタートした制度。 
利用者が介護サービスや事業所・施設を比較・検討して適切に 

選ぶための情報を都道府県が提供する仕組み。  
 

※「介護サービス情報公表システム」を使って、インターネットでいつでも誰でも情報を入手することが可能。
平成２６年度９月時点で、全国約１９万か所の事業所情報が公表されている。  
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介護サービス情報公表システム月次アクセス数 

１．ひと月あたり平均アクセス数 

２．月次アクセス数の推移 

全国TOP
都道府県TOP
（全国の合計）

事業所情報
検索結果一覧

事業所情報比較 事業所の概要

現行システム 125,364 355,548 2,317,647 4,937 1,767,540

旧システム 257,926

108,294  119,664  
122,049  

118,286  113,769  
134,741  

94,374  
90,855  90,984  

100,820  
114,583  113,470  

256,707  

290,942  
308,489  

265,848  273,953  

231,776  
228,158  219,242  

241,622  

280,981  
266,454  

242,449  
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介護サービス情報公表システム －月次アクセス数の推移－ 

全国TOP 都道府県TOP（全国の合計） 

※現行システムは直近１年間の平均値 
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※現行システムは、「見やすさ、使いやすさ、分かりやすさ」の観点から、それまでのシステムを抜本的に改善し、平成
24年10月から稼働している。 



（概要）情報公表システムアンケート集計結果 

１．回答者の属性 

■集計期間：平成24年10月1日 ～ 平成26年1月31日  ■集計客体数：1,278件 

37% 

24% 

28% 

4% 

7% 

属性（立場） 

一般 

介護事業所 

ケアマネ

ジャー 

地域包括支

援センター 

行政機関 

38% 

29% 

20% 

9% 

3% 

1% 

年代 

40歳未満 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳代 

80歳代以上 

56% 
44% 

性別 

男 

女 

２．回答者の情報公表システムに対する感想 

9% 

34% 57% 

全体的な操作方法 

使いやす

い 

普通 

使いにく

い 

14% 

40% 

46% 

全体的な画面の見やすさ 

見やす

い 

普通 

見にく

い 

11% 

38% 
51% 

検索方法について 

わかり

やすい 

普通 

わかり

にくい 

44% 
56% 

写真・動画の掲載について 

事業所選択の

参考となる 

役に立たな

かった 
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介護サービス情報の公表制度の現状把握及び今後の利活用方策に関する検討会（報告書概要）H26.3 

○ 本検討会の目的 
 介護サービス情報の公表制度（以下、「情報公表制度」という。）の現状と課題を把握するとともに、2025年を目途とした地域包括ケア
システム構築へ向けた取組の推進に向けて、今後の情報公表制度の利活用方策について検討を行う。  

１．地域包括ケアシステム構築に向けた施策との連動 

○ 地域包括ケアシステムの実現を情報提供の面から推進するため、介護
サービスとともに、その他の多様な地域資源の情報とを一元化し、介護
サービス情報公表システムを活用して、地域包括ケアシステムに関連する
情報を一体的に発信すべき 

○ 高齢者の総合相談から介護サービス等の利用の
起点となる地域包括支援センターの情報を追加 

○ 高齢者の在宅生活を支える生活支援や社会参加
に関する情報を追加 

方 向 性 

２．利用者のサービス選択支援に向けた取組の推進 

○ 本制度がより利用者の介護サービス選択を支援できる制度となるため、
前回の制度改正で都道府県の裁量で公表を行うことのできる情報が追加さ
れたことや、関連する他施策の動向等を踏まえ、利用者のサービス選択を
支援する情報の充実や提供方法の改善を図るべき 

○ 利用者のための情報の「見える化」の支援 
 ・サービス選択を支援する機能の充実（事業所の特色の

充実、比較・検討するための情報提供方法の改善等） 
 ・従業者に関する情報提供の円滑な実施 
 ・キャリア段位等、事業所の主体的な取組に関する情報

の充実 

方 向 性 

※その他、提供されるサービスの透明性確保の観点から、情報公表制度を活用して法定外の宿泊サービスの情報を公表 

３．情報公表制度の利活用を促進 

○ 国民の求める情報や介護等が必要となる利用者層は、時代
とともに変化し入れ替わっていくことを踏まえ、現役世代を
含めた制度の継続的な普及・啓発と情報公表システムの定期
的な見直しを行っていくべき 

○ 継続的な普及・啓発の推進 
 ・サービス利用手続の中で行う効果的な普及・啓発 
 ・病院待合室や市役所窓口等で行う高齢世代になる前からの普及・啓発 
 ・地域包括支援センターにおける情報公表システムの利用支援 
○ 時代のニーズに応じたシステムの構築 
 ・情報の見せ方・可視化の工夫 
 （情報の入口（概要情報）の工夫、スマートフォンの活用、画像・ 
  グラフ・チャートの活用等） 

方 向 性 

これらの方向性に沿った見直しを実施することで、 

⇒地域包括ケアシステムに関連する地域資源を一元的に映し出しながら情報提供 
⇒事業所の情報発信機能を強化するとともにサービス選択に資する情報を充実させることで、国民の適切なサービスの選択を促進 
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